
製造所固有記号制度届出データベース及び機能性表示食品制度届出データベースのシステム更改及び運用・保守業務　意見招請

ページ 項番 種別（意見・質問） 意見・質問内容 回答

2
調達仕様書（案）
3.調達の目的及び期待する効果

質問

「本調達では、運用の合理化による経費削減を目指し、クラウドサービス（SaaS）を用いて次期シ
ステムを構築する」とありますが、どこまでをSaaSで構築するかという対象範囲を明確化頂けない
でしょうか？
(理由：要求を正確に把握する為)

本件で調達するシステム全体をSaaSを用いて構築いただくことを前提としています。

調達仕様書案.pdf
５

(1) 食品関連事業者に関する基本情質問

「既存のユーザIDに紐づくメールアドレスを次期システムへの初回認証時に入力させ、当該メール
アドレスにメールを送信することで本人確認をした上で、gBizIDと既存のユーザIDを紐づけること
ができる仕組みとすること。」について、以下を確認したい。
　・既存のユーザID、および紐づいているメールアドレスの入力をもって本人確認とみなすこと
　　は、セキュリティ上の問題とならない認識で宜しいでしょうか。
　・既存のユーザをgBizIDに紐づけるメリットについてお教えいただきたい
　　gBizIDの保有を必須とするのであれば、旧システムのユーザIDと紐づける必要性が見えない

現システムに保存している既存データの閲覧・修正権限を引き続き登録した事業者に
持たせる必要があります。現システムではgBizIDを利用していないことから、現シス
テムのユーザー情報をしいID（gBizID）に紐付ける必要があります。

紐付けが必要な理由を仕様書に追記します。
「現行システムでは製造所固有記号データベースへのアクセスに独自のユーザIDを発
行して、各事業者が登録したデータと紐付けて管理を行っており、登録した事業者だ
けが当該データを閲覧・修正できる仕組みとしている。次期システムでも、現行シス
テムで登録されたデータに対して登録した事業者が閲覧や審査中のデータ修正を行う
必要がある」

調達仕様書案.pdf
５

(1) 食品関連事業者に関する基本情質問
「多重登録に該当しないこと等のシステムチェックを実行」とあるが、gBizIDにおけるアカウント
IDを持って、次期システム上での多重登録チェックを行うことで宜しいでしょうか。
もし異なる場合は、多重登録を判断することできる項目についてご提示いただきたい。

ご認識のとおりです。

6
調達仕様書（案）
5.1.2 届出情報の登録業務

質問
事業者からの届出情報をデータベースに登録するまでに消費庁内部ではどのような業務が行われま
すでしょうか？(起案・承認・決裁など)
(理由：ご提案内容を精査する為)

要件定義書付録1-2　業務フローをご確認ください。

調達仕様書（案）P8
第1章　概要
5.1.4.

質問

消費者等が利用しやすくなりよう、PC・スマートフォンそれぞれに最適化したレスポンシブデザイ
ンとすること。
→スマートフォンでの閲覧対象画面は、以下の認識ですが相違ありますでしょうか？
　・製造所固有記号検索　画面
　・機能性表示食品の届出情報検索　画面

ご認識のとおりです。

12
調達仕様書（案）
5.3 各種管理業務

意見

食品関連事業者からの届出を厳密に管理するための「ファイル管理」を要件に含めるべきと考えま
す。
(理由：本システムで扱う情報は食品関連事業者の事業に関わる重要な情報と理解しております。事
業者からの届出内容を厳密に管理すべく、届出ファイルのバージョン管理や必要な職員のみ閲覧・
編集可能なように細やかなアクセス管理、誰がどのファイルにアクセスしたかのログ管理などファ
イルに対する管理要件が必要と考えた為)

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。

意見・質問箇所



調達仕様書（案）P17
第2章　作業の実施内容
1.1.4.

質問
現行システムの機能踏襲ではなく、次期システムでは新たに要件定義書に基づいて構築すること、
現行システムの細かな機能等（チェック機能等）は再定義頂けるものと認識しておりますが、相違
ありませんでしょうか？

システム要件定義の中で契約相手方と共に定義します。
そのため、現行システムで実現しているチェック機能等について、適切な業務運用に
必要な事項については次期システムにおいても実装頂くことを想定しています。

調達仕様書（案）P21
第2章　作業の実施内容
1.2.3.

質問
「本調達事業者は、「別冊 要件定義書 第 3 章 12 運用に関する事項」に示す定常時の運用業務（監
視、コンテンツ作成、情報セキュリティ対策業務等）を行うこと。」
→コンテンツとはどのようなものを指しておりますでしょうか？

誤記のため、「コンテンツ作成」を削除します。

調達仕様書（案）P25
第4章 作業の実施体制・方法　
1.1 設計・構築時体制
図４-1-1

質問
仕様の決定者は体制のどなたになるのでしょうか？
製造所固有記号と機能性表示食品の仕様決定者は別の方になるのかについて懸念しております。

仕様決定はPJMOが行います。PJMOにはデジタル・業務改革推進室職員に加えて製造
所固有記号と機能性表示食品それぞれの担当が含まれ、機能決定にあたってはPJMO内
で協議のうえ、仕様を決定します。

調達仕様書案.pdf
29

1.2.3(1) 対応時間等 質問

調達仕様書と要件定義書で対応時間に差があります。どちらが正しいでしょうか。
「対応時間は原則として、平日 9:30～18:15（消費者庁閉庁日（土・日曜、祝祭日、
振替休日、国民の休日、年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日））を除く）とする。」

要件定義書一式（付録含む）.pdf
「P31 3.16.1.3 対応時間　消費者庁からの問合せ等に対する受注者の対応時間は、土曜日、日曜
日、国民の祝日及び年末年始（12 月 29 日～１月３日）を除く平日 8:30 から 18:15 とする。」

要件定義書を修正します。　正→　平日 9:30～18:15

調達仕様書（案）P30
第 4 章 作業の実施体制・方法
2.1.4

意見

主として利用する SaaS サービスについて、当該サービスプロバイダが認定している資格の中で、
上級資格を保有している者。
→『主として利用する SaaS サービスについて、当該サービスプロバイダが認定している資格の中
で、該当サービスにおける上級資格を保有している者。』と記載するのがよいと考えます。
現状の記載方法ですと、当該サービスプロバイダが認定しているが本調達では構築（利用）しない
SaaSサービスの資格でも良いというように読み取れてしまうためです。

ご意見を踏まえて追記します。

調達仕様書（案）P38 第７章　1.1 事業者要件 意見
『事業者として、gBizIDによる二要素認証機能構築の実績があること』を事業者要件に追加すると
よいと考えます。本業務を実施する上で効率的な対応が可能と考えます。

必須項目ではなく、技術審査の加点対象として追記します。

調達仕様書（案）P38 第７章　1.1 事業者要件 意見
『対象のSaaSサービスの専門知識・経験を有することを、当該サービスプロバイダが認定している
資格を、事業者として保有していること』を事業者要件に追加するとよいと考えます。本業務を実
施する上で事業者として組織的に効率的な対応が可能と考えます。

必須項目ではなく、技術審査の加点対象として追記します。

調達仕様書（案）P29
第 4 章 作業の実施体制・方法
1.2.3 対応時間等
1.2.4 障害発生時対応

意見
「有事の際にはN時間以内に当省へ駆けつけること。」
緊急事態発生時や、大規模な障害発生の場合に迅速な対応ができる事業者を選定するため、
上記の要件を追加することがよいと考えます。

クラウド利用であり、消費者庁に物理的に機器を配置しないことから、仕様書のとお
りといたします。



調達仕様書（案）P30
第4章 作業の実施体制・方法
2.1.3　設計・構築担当者

意見

P30　2.1.3　設計・構築担当者
「システムにおける設計･構築・運用を実施した経験を5件以上有していること。」とありますが、
「システムにおける設計・構築主担当者が設計・構築・運用を実施した経験を5件以上有しているこ
と。」という記載にすることが良いと考えます。
理由：設計・構築主担当者配下に他の担当者も体制に参画させることで、コスト抑制が可能なた
め。

ご意見を踏まえて変更いたします。
・システムにおける設計･構築・運用の主担当者は、設計・構築・運用を実施した経験
を5件以上有していること。
・主担当以外の設計・構築・運用担当者は、設計・構築・運用を実施した経験を1件以
上有していることが望ましい。

調達仕様書（案）P38 第７章　1.1 事業者要件 意見

品質保証の資格として、下記要件を含めることがよいと考えます。
「設計・開発・構築等業務の実施部門が、 品質マネジメントシステムである ISO 9001:2008 認証を
取得していること。又は ISO 9001:2008 に準拠した品質マネジメントシステムを運用しているこ
と。」

必須項目ではなく、技術審査の加点対象として追記します。

調達仕様書（案）P38
第７章　入札参加資格　
1.1 事業者要件

意見

「本システムと同等規模以上のシステムにおいて、本システムに相当するシステムの設計・構築・
運用業務のプロジェクト管理業務を過去５年間において請け負った実績を有すること。」
上記の受託実績要件において、「過去５年間に２件以上請け負った実績を有すること。」のように
複数件の実績を所持することを追記するのがよいと考えます。
→同等規模以上の構築・運用保守の実績を有したベンダーであれば、利用者やトランザクションの
増加などを踏まえたキャパシティ設計を十分に理解しており、複数件の実績があればさらに良い事
業者選定ができるため。

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）
4

2.2.4 質問

「（３）次期システムは「表 2-1 推奨ブラウザ」に示すブラウザから利用できること。消費者等が
利用するページについては、PC・スマートフォン・タブレット用に最適化したページを用意するこ
と。」と記載がございますが、スマートフォンからのシステム利用は[利用者区分：一般利用者]の
みが対象という理解でよろしいでしょうか。

ご認識のとおりです。

要件定義書一式（付録含
む）
4

2.2.4 意見

上記質問に関連し、仮に[利用者区分：消費者庁職員]もスマートフォンからシステムを利用する業
務が想定される場合は、表 2-1 推奨ブラウザ の代替案として、下記の推奨環境を追記いただきたい
です。職員様向けのシステム機能をスマートフォンからユーザビリティーを保ってご利用いただく
ためです。
---
・本業務で使用するソフトウェア向けモバイルアプリケーション

要件に含まないため、仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）.pdf
4

2.3.3  帳票設計ポリシー 意見
本業務では多くの帳票を扱う想定ですが、SaaSと帳票出力が別製品の場合、APIコールが多数発生
することになります。その場合、APIコール数制限によるエラーとならないよう、APIコール数制限
が無い事と記載することをお薦めします。

次期システムでの帳票出力はCSV出力のみです。多くのSaaSでは標準機能でCSV出力
できるため、別製品の利用を想定していないことから、仕様の変更はいたしません。

10
要件定義書（案）
3.2.1本システムの構成

意見
「.go.jp」で終わるドメインを使用してサービスを提供すること。という記載がございますが、ドメ
インを制限することでSaaSサービスの選定が限定されます。より広くサービス選定が出来るよう、
本項目を除外する方が望ましいと考えます。

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。



要件定義書一式（付録含
む）
10

3.2.2 意見

SaaS利用でのシステム設計・開発検討では、「ウォーターフォール型」ではなく、「アジャイル
型」の柔軟な手法を選択されることを推奨いたします。下記記載内容に変更をご提案いたします。
---
設計・開発に関しては、設計・開発の段階でも可能な限り利用者のニーズを反映させていく必要が
あることから、設計・開発手法は従来のウォータフォール型ではなく、アジャイル型等の柔軟な対
応を可能とする手法を採用すること。

想定をウォーターフォール型としていますが、アジャイル型等での開発で提案するこ
とも可能としていますので、仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）
13

3.5.1 意見

可用性に係る対策として、冗長化の観点から下記の通り記載内容の追記をご提案いたします。
---
・平常時利用するデータセンターとはは異なるデータセンターは１つから構成されていること。
・サーバは、ネットワーク、ストレージなどのすべてのははは設備を冗長化した上、２箇所のデータセンは
ターでは同様の設備を準備していること。
・データセンターは間のネットワークの冗長化を行い、継続したサービスは提供がは可能なものとしてい
ること。

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）
15

3.6.1 意見

機能の拡張性を担保するために、下記も文言の追記をご提案いたします。
---
・将来的にファイル格納領域の容量追加又は削減が必要となった場合に備えて、クラウドストレー
ジの容量が無制限である、または容量を追加・削除できること。容量追加・削除が必要なサービス
を選定する場合は、追加作業や設定変更等を行わないで利用できる構成および契約形態のクラウド
サービスを選定すること。

・将来的に他システムとの連携が必要となった際に、データのシステム間連携等の機能拡張が容易
に可能な構成や機能を備えていること。具体的には、様々なアプリケーションと API 連携（Web 
API）が可能なサービスであること、主要なクラウドサービスとの連携アダプタが備わっているこ
と、CSV 等の標準的な形式のファイルによるデータ連携が可能であることなどを期待する。

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）.pdf
15

3.6.1  機能の拡張性 意見

「(1)SaaS の標準機能では要件を満たせない部分について開発を提案する場合は、機能の拡張性を
損なわないよう十分留意すること。」について、「迅速・簡易的な方法で実現出来るよう、ノー
コード・ローコードによる、より簡易的な方法を用いること。極力カスタマイズが少なくなるよう
な標準機能を具備していること」を仕様に追加することをお薦めします。

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）.pdf
16

3.8.1 継続性に係る目標値 意見
目標復旧時間が12時間と記載がございますが、より迅速な復旧時間が必要かと存じます。2時間等
に短縮することをお薦めします。

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）.pdf
16

3.8.1 継続性に係る目標値 意見
バックアップデータは世代管理として1世代と記載がございますが、4世代等複数世代管理が可能な
旨記載することをお薦めします。

ご意見は承りましたが、仕様の変更はいたしません。



要件定義書一式（付録含
む）
17

3.9.1 意見

機密性確保のため、3-11 情報セキュリティ対策要件 にて、下記の通りセキュリティリスク対策の
追記をご提案いたします。
---
・アクセス元のIPアドレスを制限する機能を有すること。
・パスワードリスト攻撃やセッションハイジャック等の不正アクセスを即時に検知/追跡する監視機
能を有すること。
・消費者庁が指定する機密情報等の情報を保持した特定のファイルのダウンロードを抑止する機能
を有すること。

ご意見を踏まえて２点追記します。
・アクセス元のIPアドレスを制限する機能を有すること。
・パスワードリスト攻撃やセッションハイジャック等の不正アクセスを即時に検知/追
跡する監視機能を有すること。

要件定義書一式（付録含
む）
17

3.9.1 意見

3-11 情報セキュリティ対策要件 にて、物理対策に関する記述がございませんでした。機密性確保
のため、下記の通り記載内容の追記をご提案いたします。
---
・物理的な手段によるセキュリティ侵害に対抗するため、情報システムの構成装置については、24
時間365日のモニター監視をはじめ、複数段階のバイオメトリクス認証やデジタルカメラによる全
設備の監視といった侵入対策が講じられていること。

ご意見を頂戴しましたが、ISMAP取得を原則としており結果として要件に含まれてい
るため、仕様の変更はいたしません。

要件定義書（案）P17 3.9.1. 質問
証跡は適切な権限を有した消費者庁担当者及び消費者庁が指定した管理者のみ閲覧できるよう権限
を付与すること。
→権限が必要な管理者は、事業者用を含めて10名分で足りますでしょうか？

ご認識のとおりです。

要件定義書（案）P18 3.9.1. 意見

『クラウドサービスから外部へメールを送信する際に、メールドメインにSPF・DKIM等の認証を設
定すること』を追加することがよいと考えます。
メールドメインにSPF・DKIMの認証を設定することで、メールの到達疎外を抑制し、食品届出事業
者からのお問合せも少なくなると思われます。
なお、対象のメールドメインにSPF・DKIMを設定する場合は、DNSサーバーへの設定について
は、貴省にてご対応をお願いいたします。

ご意見を踏まえてSPF・DKIM等の認証を設定について追記します。なお、次期システ
ムではメール機能も構築範囲ですが、わかりづらいと思われるため、要件定義書に
メール機能について併せて追記します。
追記箇所
要件定義書５ページ　2.7　メールに関する事項

要件定義書一式（付録含
む）.pdf
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3.9.1 情報セキュリティ対策 意見

暗号化の記載について、保存データの暗号化について追記されることをお薦めします。
SaaSによってはアプリケーションレイヤのみで、データベースでの保存データまで暗号化できない
場合があります。特にマルチテナント型SaaSの場合はデータベースを他顧客と共有して、そのデー
タベースを論理分割をした単位をテナントとして提供するため、個別顧客の要望に応じてデータ
ベース自体を暗号化することができないためです。

ご意見は承りましたが、業務上保存データの検索を広範囲かつ頻繁に行うため、暗号
化すると作業速度が落ちることから、システム全体でセキュリティを担保することを
前提に仕様の変更はいたしません。

要件定義書一式（付録含
む）.pdf
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3.16.1.4場所 質問

「受注者は、消費者庁が本システムの運用業務を行う専用端末を用意し、受注者の事業所内
で作業を実施すること。」とありますが、受注者の事業所に消費者庁職員の作業端末及び作業場所
の用意が必要という理解でよろしいでしょうか。また、その場合何台の用意が必要になりますで
しょうか。

誤記のため修正します。
正：受注者は、本システムの運用業務を行う専用端末を用意し、受注者の事業所内で
作業を実施すること。

要件定義書一式（付録含
む）.pdf
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3.16.2体制に係る要件（4） 質問
「24 時間 365 日体制で稼働状況の監視を行うこと。」
とありますが、必要ありますでしょうか。

クラウドサービスのシステム監視を前提に記載しており、必要です。



- - 意見

SaaSのアップグレードの記載がございませんが、SaaSによってはアップグレードやパッチ適用の
スケジュール設定を利用者側で指定できないものもございます。
この場合のリスクとして以下2点がございます。
　・gBizID等、他システム連携がある場合、他システムのメンテナンススケジュールを考慮するこ
　　とができない。
　・結果として、SaaSのアップグレードが予期せず他システムに影響を与えてしまう可能性があ
　　る。
そのため、バージョンアップやアップグレード、パッチ適用のスケジュールを顧客にて指定可能な
旨を追記することをお薦めします。

他システムとの連携は当方のシステムが一方的にデータを受領するAPI連携で、当方の
メンテナンスが他システムに影響を与えることはないため、仕様の変更はいたしませ
ん。
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